
平成２６年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ７ 府 省 庁 名  厚生労働省        

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（地方消費税） 

要望 

項目名 
難病対策等に係る法整備に伴う税制上の所要の措置及び難病患者等への税制優遇措置の創設 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

・特例措置の内容 

厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員会等での議論を踏まえ、所要の法整備が行われる場合に、税制

上の所要の措置を講じるとともに、難病患者等の長期かつ重度の経済的負担にかんがみ、税制上の優遇措置

を講じる（具体的な内容については別紙参照。）。 

 

 

 

関係条文 

 

地方税法第34条第1項第6号、地方税施行令第7条 等 

 

減収 

見込額 

［初年度］    －  （  －  ）  ［平年度］   －  （  －  ） 

［改正増減収額］         －                     （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

難病対策等に係る所要の法整備を行う場合に、税制上の所要の措置を講じるとともに、難病患者等の経済

的負担を軽減するため、障害者への税制優遇措置を参考に、各種の税制優遇措置を講じる。 

 

（２）施策の必要性 

平成23年の障害者基本法改正により、障害者の定義に、難病患者等を含む「心身の機能の障害」がある者

が加えられたところであり、同法第24条においては、国及び地方公共団体は、障害者の経済的負担の軽減を

図るため、税制上の措置その他必要な施策を講じなければならないと定められている。 

また、社会保障・税一体改革大綱（平成24年2月17日閣議決定）において、「難病患者の長期かつ重度の精

神的・身体的・経済的負担を社会全体で支えるため、医療費助成について、法制化も視野に入れ、助成対象

の希少・難治性疾患の範囲の拡大を含め、より公平・安定的な支援の仕組みの構築を目指す。また、治療研

究、医療体制、福祉サービス、就労支援等の総合的な施策の実施や支援の仕組みの構築を目指す」こととさ

れている。 

厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員会では、総合的な難病対策の構築に向けて検討を行っており、

平成25年1月には「難病対策の改革について（提言）」がとりまとめられたところ。 

さらに、総務大臣、財務大臣、厚生労働大臣の間で「特定疾患治療研究事業については、平成26年度予算に

おいて、超過負担の解消を実現すべく、法制化その他必要な措置について調整を進めること」などが合意さ

れている（平成25年1月27日「平成25年度における年少扶養控除等の見直しによる地方財政の追加増収分

等の取扱い等について」）。 

また、「社会保障制度改革推進法第4条に基づく『法制上の措置』について（平成25年8月21日閣議決定）」

において、「難病対策に係る都道府県の超過負担の解消を図るとともに、難病及び小児慢性特定疾患に係る公

平かつ安定的な医療費助成の制度を確立するため、必要な事項について検討を加え、その結果に基づいて必

要な措置を講ずる」とともに、「必要な法律案を平成26年通常国会に提出することを目指す」こととされて

いる。 

これらを踏まえ、難病対策に係る所要の法整備を行う場合に、①税制上の所要の措置を講じるとともに、

②難病患者の経済的負担の軽減を図るため、身体障害者、知的障害者、精神障害者等と同様の税制上の優遇

措置を講じる必要がある。 

また、難病対策の見直しと併せて、小児慢性特定疾患対策についても、社会保障審議会児童部会小児慢性

特定疾患児への支援の在り方に関する専門委員会において検討が進められており、平成25年1月30日に「慢

性疾患を抱える子どもとその家族への支援の在り方（中間報告）」がとりまとめられた。中間報告においては、

公平で安定的な医療費助成の仕組みの構築、研究の推進、慢性疾患児の特性を踏まえた健全育成・家族への

地域支援の充実等について提案されている。 



 

これを踏まえ、小児慢性特定疾患対策に係る所要の法整備を行う場合に、税制上の所要の措置を講じるとと

もに、難病患者と同様の税制上の優遇措置を講じる必要がある。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

― 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

（基本目標Ⅰ） 

安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること 

（施策大目標５） 

感染症など健康を脅かす疾病を予防・防止するとともに、感染者等に必要な医療等を確保する

こと 

（施策中目標２） 

治療方法が確立していない特殊の疾病等の予防・治療等を充実させること 

（施策小目標１） 

難病対策を推進すること 

 

（基本目標Ⅵ） 

男女がともに能力を発揮し、安心して子どもを産み育てることなどを可能にする社会づくりを

推進すること 

（施策大目標３） 

子ども及び子育て家庭を支援すること 

（施策中目標１） 

子ども及び子育て家庭を支援すること 

政策の 

達成目標 

― 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

― 

同上の期間中

の達成目標 

― 

政策目標の 

達成状況 

― 

 

 

 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

― 

 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

― 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

同様の要望を国税においても行っている。 

 

 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

― 

 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

― 



 
 

 

要望の措置の 

妥当性 

― 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

― 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

― 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

― 

前回要望時の 

達成目標 

― 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

― 

 

 

 

これまでの要望経緯 

平成25年度要望 
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